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税務訴訟資料 第２７３号（順号２０２３－３） 

 

 神戸地方裁判所 令和●●年（○○）第●●号 超過納税請求事件 

 国側当事者・国 

 令和５年３月１６日却下・棄却・控訴 

 

    判    決 

 原告         Ｘ 

 被告         国 

 同代表者法務大臣   齋藤 健 

 同指定代理人     山崎 洋子 

 同          石田 隆邦 

 同          青木 将典 

 同          楠田 光 

 同          熊谷 武 

 同          美馬本 進 

 同          小松 啓訓 

 同          永濱 雅幸 

 同          六辻 大士 

 

    主    文 

 １ 本件訴えのうち、別紙却下部分目録記載の各訴えをいずれも却下する。 

 ２ 原告のその余の請求を棄却する。 

 ３ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

    事実及び理由 

 第１ 請求 

  １ 相続税の超過払に対して検証を要請し、その結果を文書にて回答を求める。 

  ２ 被告は、原告に対し、１４９０万円及びこれに対する平成１０年９月１７日から支払済みま

で年５分の割合による金員を支払え。 

  ３ 物納特例法適用による土地の不当収用の根拠を明らかにし、適正な措置を求める。 

 第２ 事案の概要 

    本件は、Ａの相続に係る相続税の納税義務者である原告が、物納等をしたことにより過納付

となった旨主張して、被告に対し、この過納付に関する原告の相続税の納付状況等について

検証した上で結果を文書回答すること（第１・１。以下「検証・回答を求める訴え」とい

う。）、不当利得返還請求権に基づき、過納付額である１４９０万円及びこれに対する上記相

続税を完納した日である平成１０年９月１７日から支払済みまで平成２９年法律第４４号に

よる改正前の民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払（第１・２）、上記相続税の支

払に関して租税特別措置法（平成７年法律第５５号による改正前のもの）７０条の１０の規

定に基づいて原告が有する土地を相続税の特例物納により収納した根拠を明らかにして是正
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すること（第１・３。以下「適正措置を求める訴え」という。）をそれぞれ求める事案と解さ

れる。 

  １ 本件に関係する法令の定め等 

  （１）相続税法に基づく延納制度 

     納税義務者が納期限までに金銭納付が困難と認められる事由がある場合には、納税義務者

の申請により、原則として担保を徴した上で、金銭で納付することを困難とする金額を限度

として、最長２０年の年賦延納を許可することができる（相続税法〔平成１５年法律第８号

による改正前のもの。乙１。以下単に「相続税法」という。〕３８条、租税特別措置法〔平

成７年法律第５５号による改正前のもの。以下「平成７年特別措置法」という。乙２〕７０

条の９）。 

     そして、延納許可を受けた納税者は、分納税額に併せて所定の利子税を納付しなければな

らず（相続税法５２条）、延納許可を受けた納税者が分納期限までに分納税額を納付しなか

った際には、所定の延滞税を納付しなければならない（同法５１条、国税通則法〔以下「通

則法」という。〕６０条）。 

     また、税務署長等は、不動産の担保提供を受けた際には、抵当権設定登記を嘱託しなけれ

ばならず（通則法５４条、国税通則法施行令〔平成２０年政令第２１９号による改正前のも

の〕１６条２項）、担保提供に係る国税が完納となった際には当該担保を解除し、不動産が

担保であった際には、抵当権抹消登記を嘱託しなければならない（国税通則法施行令１７

条）。 

  （２）相続税法に基づく物納制度（一般物納） 

     国税の納付につき、国税に関する法律に特別の定めがある場合に限定し、不動産等による

納付（物納）が認められる（通則法３４条３項）。 

     これを受けて、相続税法４１条は、相続税について、納税義務者が延納によっても金銭納

付が困難と認められる事由がある場合には、その課税対象財産（相続した不動産等）による

物納を許可することができる旨を規定していた（同条２項２号。以下、同条に基づく物納を

「一般物納」という。）。 

     一般物納の許可を申請しようとする者は、その物納を求めようとする相続税の納期限まで

に、申請書を所轄税務署長に提出しなければならず（相続税法４２条１項）、一般物納の許

可を受けた税額に相当する相続税は、当該物納に係る不動産の所有権移転の登記により第三

者に対抗することができる要件を充足した時において、納付があったものとされる（同法４

３条２項）。 

     なお、一般物納があった場合には、当該物納に係る相続税額の納期限（修正申告によるも

のの場合は申告日）の翌日から、納付があったものとされる日までの期間に対応する部分の

延滞税は、納付を要しない（相続税法５１条４項）。 

  （３）平成７年特別措置法（時限立法）に基づく物納制度（特例物納） 

     平成７年特別措置法７０条の１０は、昭和６４年１月１日から平成３年１２月３１日まで

の間に相続によって財産を取得し、延納許可を受けていた者の延納税額のうち、平成６年４

月１日以後に分納期限が到来するものについて、延納によっても金銭納付が困難とする理由

がある場合には、申請によって、納付を困難とする金額の範囲内で延納中の相続税を物納

（以下、同条に基づく物納を「特例物納」という。）に切り替えることを可能とする旨を規
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定していた。 

     この規定は、バブル経済崩壊による地価の急落で延納中の相続税を滞納する納税者が急増

したため、これらの納税者の救済を目的として制定された時限立法であり、特例物納の許可

を受けようとする者は、平成６年４月１日から同年９月３０日までの間に、申請書を納税地

の所轄税務署長に提出しなければならず（平成７年特別措置法７０条の１０第３項）、特例

物納の申請が許可された場合、特例物納土地の収納価額は、原則、課税価格の計算の基礎と

なった当該特例物納土地の価額とし（同条第９項）、特例物納の許可を受けた税額に相当す

る相続税は、特例物納土地の所有権移転の登記により第三者に対抗することができる要件を

充足した時に納付があったものとする旨が規定されていた（同条第１０項）。 

     一般物納があった場合と異なり、特例物納があった場合には、特例物納の申請日直前の分

納期限の翌日から納付があったとされる日までの間について、所定の利子税を納付しなけれ

ばならない旨が規定されていたが、特例物納申請の翌日から、納付があったものとされる日

までの期間に対応する部分の利子税は、納付することを要しないと規定されていた（平成７

年特別措置法７０条の１０第８項、１４項、相続税法５２条）。 

  （４）阪神・淡路大震災に伴う平成７年３月２７日以後に納付すべき相続税の減免 

相続税の申告期限後に、相続等により取得した財産について災害により被害を受け、①そ

の被害を受けた部分の価額（保険金等により補塡された金額を除く。以下同じ。）が課税対

象財産の価額の１０分の１以上であるか、②相続税の課税対象となった動産（金銭及び有価

証券を除く。）、不動産（土地及び土地の上に存する権利を除く。）及び立木の価額のうちに

これらの財産について被害を受けた部分の価額の占める割合が１０分の１以上である場合に

は、災害発生日（ただし、阪神・淡路大震災に係るものについては平成７年３月２７日）以

後に納付すべき相続税額のうち、その被害を受けた部分の価額に対応する相続税が申請によ

って免除される（災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律〔以下「災害減

免法」という。乙３〕４条及び災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律の

施行に関する政令〔乙４〕１１条）。 

  （５）国税局長による物納許可、滞納整理 

     国税局長は、必要があると認めるときは、その管区内の地域を所管する税務署長から、そ

の徴収する国税について徴収の引継ぎを受けることができる（通則法４３条３項）。なお、

国税局長が通則法４３条３項に基づいて延納又は物納に関する事務の引継ぎを受けた場合、

延納又は物納に関する相続税法中の「税務署長」は「国税局長」と読み替える（相続税法４

４条）。 

  ２ 前提事実（後掲各証拠及び弁論の全趣旨により容易に認められる事実） 

  （１）原告は、亡Ａの相続に係る相続税（以下「本件相続税」という。）として３億１８５４万

７７００円を納付すべきであったところ、一部納付した後の残額（３億１８００万円）につ

いて延納許可を申請し、芦屋税務署長は、平成４年２月１９日、これを許可した。（甲２、

６） 

  （２）原告は、災害減免法に基づく相続税の一部免除を申請し、芦屋税務署長は、平成７年７月

１８日、同免除（対象額：１８万１３９９円）を承認した。（甲２、３の１、甲７） 

  （３）大阪国税局長は、平成８年１２月１０日、兵庫県芦屋市Ｂの土地（同年５月２２日にＣか

ら分筆された土地。地積２１４㎡。以下「本件土地①」という。）による物納を収納価額２
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億０３３８万５６００円として許可し、原告へその旨を通知した。本件土地①は、同月１３

日に収納された。（甲２、８の１～３、乙７） 

  （４）大阪国税局長は、平成９年２月１４日、兵庫県芦屋市Ｄの土地（平成８年１０月４日にＥ

から分筆された土地。地積２０７㎡。以下「本件土地②」という。）による物納を、収納価

額１億１３２１万７２４２円（特例物納分：９８５３万３００１円・一般物納分：１４６４

万３２００円）として許可し、原告に対しその旨をそれぞれ通知し、本件土地②は同月１８

日に収納された。（甲２、３の１・２、甲４の１・２、乙８） 

  （５）原告は、本件相続税について、平成９年３月２８日に１００万円、平成１０年９月１７日

に１４９０万円を納付した。（甲１の２、甲２） 

  ３ 争点及びこれに関する当事者の主張 

  （１）検証・回答を求める訴え及び適正措置を求める訴えの適法性 

   （被告の主張） 

     検証・回答を求める訴え及び適正措置を求める訴えは、いずれも行政事件訴訟法３条６項

１号に義務付けの訴え（非申請型の義務付けの訴え）と一応解されるところ、原告が義務付

けを求める行為は単なる事実行為であって処分性を有しないから、いずれも訴訟要件を欠く

不適法な訴えである。 

   （原告の主張） 

     争う。 

  （２）相続税の過納付による不当利得返還請求権の成否 

   （原告の主張） 

    ア 原告は、平成４年２月１９日付けで、３億１８００万円の相続税の延納許可を受けた。

そして、災害減免法４条により１８万１３９９円の相続税の免除の承認を受けたから、免

除後に納付すべき税額は３億１７８１万８６０１円となった。 

    イ 原告は、本件土地①を収納価格２億０３３８万５６００円として物納したから、この物

納後の相続税の滞納残額は１億１４４３万３００１円である。 

      その後、原告は本件土地②（地積２０７㎡）を物納した。もっとも、本件土地②は１㎡

当たり９５万９５９５円であるところ、上記滞納残額を物納するには１１９．２５㎡で足

り、８７．７５㎡分が過払となっている。この点を措くとしても、原告は本件土地②を収

納価格１４６４万３２００円として物納したから、滞納残額は１２５万６８００円となっ

ており、原告は、平成９年３月２４日に１００万円を納税したから、滞納残額はわずかで

あった。 

    ウ それにもかかわらず、原告は、追徴を強いられ、平成１０年９月１７日に１４９０万円

を納付させられた。平成３年以降は土地の路線価が大幅に下落し、相続資産が税額を上回

っている状況であるから、追徴をすることは常識的に考えられない。同額は過納付となっ

ている。 

      また、大阪国税局が原告に交付した相続税の納付明細（甲２）には、１４５８万４２４

１円が過払である旨が記載されている。 

      なお、原告は、平成２３年１１月１１日、本件に係る利子税及び延滞税についても完納

した。 

   （被告の主張） 
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    ア 原告は、本件土地②を１㎡当たり９５万９５９５円の計算で物納した旨主張するが、原

告が物納したのは本件土地②の共有持分（２６億２１４１万０７４０分の１４億１９６１

万４２２２）であり、その収納価額は１億１３２１万７２４２円（１㎡当たり１００万９

９６６．５円）である。 

    イ 原告は延納許可を受けた相続税のうち、第１回目の分納税額（１５９０万円）及び利子

税（１５２６万４０００円）を滞納していた。当該分納税額及び利子税は、制度上、特例

物納の対象外となったことから、原告は、芦屋税務署長からの納付催告に応じて、第１回

目の分納税額として平成９年３月２８日（２４日ではない。）及び平成１０年９月１７日

に合計１５９０万円を納付した。 

    ウ 原告が大阪国税局徴収部職員から送付を受けたとする書類（甲２）には、当時の原告の

滞納残高と思われる「残額」という記載はあるものの、「過払い」などといった記載はな

く、原告が納付すべき税額を１４６４万３２００円増額する修正申告及び一般物納の申請

をしたものというべきである。したがって、上記書類は原告の主張を裏付けるものではな

い。 

 第３ 当裁判所の判断 

  １ 争点（１）（検証・回答を求める訴え及び適正措置を求める訴えの適法性） 

  （１）抗告訴訟の対象となる処分とは、公権力の主体たる国又は公共団体が行う行為のうち、そ

の行為によって、直接国民の権利義務を形成し又はその範囲を確定することが法律上認めら

れているものをいう（最高裁昭和３９年１０月２９日第一小法廷判決・民集１８巻８号１８

０９頁参照）。 

  （２）検証・回答を求める訴えは、被告に対し、本件相続税の納付状況等を確認して検証するこ

と、その結果を原告に対して文書回答することを求めるものであり、適正措置を求める訴え

は、被告に対し、本件土地②の物納により収納した根拠を明らかにして是正することを求め

るものであるところ、これらの各訴えはそれぞれ検証・回答及び是正等を被告に対して義務

付けるという非申請型の義務付けの訴え（行政事件訴訟法３条６項１号）と解される。 

     そして、上記検証・回答及び是正等は、直接原告の権利義務を形成し又はその範囲を確定

することが法律上認められているものであるということができない。 

     そうすると、上記各訴えはいずれも処分性を欠くものであるから、不適法である。 

  ２ 争点（２）（相続税の過納付による不当利得返還請求権の成否） 

  （１）認定事実 

     前記前提事実、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

    ア 原告及びその共同相続人らは、亡Ａの相続（相続開始：平成３年１月●日）に係る相続

税（本件相続税）の確定申告書を平成３年７月２日までに提出した。原告が納付すべき相

続税額は３億１８５４万７７００円であったところ、原告は、うち５４万７７００円を平

成３年７月２日に納付し、残額（３億１８００万円）については延納許可を申請した。

（前記前提事実（１）、甲２、６） 

    イ 芦屋税務署長は、平成４年２月１９日、原告が納付すべき本件相続税の残額（３億１８

００万円）につき、延納を許可した。（甲６） 

    ウ 原告は、上記イで延納許可を受けた相続税について、その第１回分納期限である同年７

月３日までに当該分納税額１５９０万円及び利子税１５２６万４０００円を納付せず、滞
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納となった。（甲１の２、甲２、６） 

    エ 原告は、平成６年８月１５日、大阪国税局長に対し、上記イで延納許可を受けた相続税

のうち、第２回目以降の分納税額（合計３億０２１０万円）につき、土地２筆（平成８年

５月２２日分筆前の兵庫県芦屋市Ｃの土地及び同年１０月４日分筆前のＥの土地）を対象

とする特例物納の許可を申請した。（甲３の１、甲８の１、乙７、８） 

    オ 原告は、平成６年１２月１２日、大阪国税局長に対し、相続税の修正申告書（納付すべ

き税額を１４６４万３２００円増額するもの。）を提出し、その全額につき、土地１筆

（平成８年１０月４日分筆前の兵庫県芦屋市Ｅの土地）を対象とする一般物納の許可を申

請した。（甲２、３の２、乙８） 

    カ 原告は、平成７年５月３０日、同年１月１７日に発生した阪神・淡路大震災により被害

を受けたことを理由として災害減免法に基づく本件相続税の一部免除を申請（対象額：１

８万１３９９円）したところ、芦屋税務署長は、同年７月１８日にこれを承認し、原告へ

通知した。（甲２、３の１、甲７） 

    キ 大阪国税局長は、平成８年１２月１０日、上記エ記載の原告の平成６年８月１５日付け

特例物納申請につき、本件土地①を収納価額２億０３３８万５６００円として許可し、原

告へその旨を通知した。（甲８の１～３、乙７） 

      本件土地①は平成８年１２月１３日に収納されたが、平成７年特別措置法７０条の１０

第８項及び１４項並びに相続税法５２条に基づき、原告が納付すべき利子税のうち、特例

物納申請日の翌日から所有権移転登記日までの利子税が不徴収となるよう処理され、結果

として、原告は、利子税１８７１万０９００円を納付しなければならないこととなった。

（甲２、８の２・３） 

    ク 大阪国税局長は、平成９年２月１４日、上記エ記載の原告の平成６年８月１５日付け特

例物納申請（上記キによる許可額を控除した後の申請額：９８７１万４４００円）及び上

記オ記載の平成９年１２月１２日付けの一般物納申請（申請額：１４６４万３２００円）

につき、本件土地②（ただし、原告の共有持分は２６億２１４１万０７４０分の１４億１

９６１万４２２２と登記されていた）を収納価額１億１３２１万７２４２円（特例物納

分：９８５３万３００１円、一般物納分：１４６４万３２００円。超過額４万１０４１円）

として許可し、原告へその旨をそれぞれ通知した。（甲２、３の１・２、甲４の１・２、

乙８） 

        （計算式） 総額２０９，０６３，０６１円×１，４１９，６１４，２２２／２，

６２１，４１０，７４０≒収納価額１３３，２１７，２４２円） 

      本件土地②は平成９年２月１８日に収納されたが、特例物納分については、平成７年特

別措置法７０条の１０第８項及び第１４項並びに相続税法５２条の規定に基づき、原告の

納付すべき利子税のうち、特例物納申請日の翌日から所有権移転登記日までの利子税が不

徴収となるよう処理され、結果として、原告は、利子税９０１万５４００円を追加で納付

しなければならないこととなった。（甲２、４の１・２） 

      また、一般物納分については、相続税法５１条４項の規定に基づき、原告の納付すべき

延滞税のうち、修正申告日の翌日から所有権移転登記日までの延滞税が不徴収となるよう

処理され、原告は延滞税１０７万１６００円を納付しなければならないこととなった。た

だし、収納価額の合計が当該各申請の合計額を超過していたため、超過額の４万１０４１
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円については当該延滞税に収納（充当）された。結果として、原告が納付しなければなら

ない延滞税は１０３万０５５９円となった（甲２、３の２、乙８）。 

    ケ 原告は、平成９年３月２８日、滞納となっていた本件相続税の延納１回目分について一

部納付（１００万円）した。（甲１の２、甲２） 

      原告は、平成１０年９月１７日、滞納となっていた本件相続税の延納１回目分について

本税の残全額（１４９０万円）を納付した。実際には、延滞税１４００万５７００円を納

付しなければならなかったが、同年１０月５日付けでその一部（６９０万４３００円）が

免除された。（甲１の１、甲２） 

  （２）検討 

    ア 原告は、本件土地②を１㎡当たり９５万９５９５円で２０７㎡物納した旨主張する。し

かしながら、証拠（乙８）によれば、本件土地②が収納された平成９年２月１８日当時、

本件土地②は原告とＦの２名の共有に属し、原告の共有持分は２６億２１４１万０７４０

分の１４億１９６１万４２２２であったことが認められるから、原告が物納した不動産は

本件土地②の原告の上記持分に限られる。そうすると、上記（１）クのとおり大阪国税局

長が本件土地②の原告持分について収納価額を１億１３２１万７２４２円としたことが違

法であるといえず、原告の主張は採用することができない。 

    イ 原告は、１４７０万円を納付した件について追徴を強いられた旨主張する。しかしなが

ら、上記（１）オのとおり、原告は本件相続税に係る納付すべき税額について１４６４万

３２００円を増額する旨の修正申告を行い、これを納付したものといえる。そして、この

申告が誤りであったと認めるに足りる証拠はないから、原告の主張は採用することができ

ない。 

    ウ その他に原告が本件相続税の納付について過納付をしたと認めるに足りる証拠はないか

ら、原告が主張する相続税の過納付による不当利得返還請求権は認められない。 

 第４ 結論 

    以上の次第で、本件訴えのうち、検証・回答を求める訴え及び適正措置を求める訴えはいず

れも不適法であるから却下し、その余の原告の請求は理由がないから棄却することとし、主

文のとおり判決する。 

 

神戸地方裁判所第２民事部 

裁判長裁判官 龍見 昇 

   裁判官 矢向 孝子 

   裁判官 鈴鹿 祥吾 
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（別紙） 

却下部分目録 

 

  １ 相続税の超過払に対して検証を要請し、その結果を文書にて回答を求める旨の訴え 

  ２ 物納特例法適用による土地の不当収用の根拠を明らかにし、適正な措置を求める旨の訴え 

以上 


